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 地方自治にかかわる判例動向研究49  

 

 

認可外保育施設の託児死亡に基づく 
損害賠償請求事件（宇都宮市） 

（宇都宮地判令和２年６月３日判自470号56頁・ 

判時2463号11頁・裁判所ウェブサイト） 

 

 

三 野   靖 

 

 

 1. 事案の概要 

 

 被告会社Ｙ１は、被告宇都宮市において、認可外保育施設（Ｂ園）を開設し、宇都宮市

に児童福祉法（以下、「法」という場合がある。）59条の２に基づき認可外保育施設設置

届を提出していた。 

 原告（父母）Ｘは、Ｙ１との間で2014年１月、Ｂ園においてＸの子（Ａ）の保育を行う

保育委託契約を締結した。2014年７月23日から26日にかけて、Ｘは、Ａを宿泊保育させた。

期間中、熱帯夜が続いていたが、エアコンは使用されず、Ａは下痢症状があったが放置さ

れ、26日未明に熱中症で死亡した。 

 Ｂ園では、Ａ死亡前にも宇都宮市に対して、子どもが虐待されているとの通報が複数

（表１の通報①②）あったが、宇都宮市は、十分な調査等をしていなかった。 

 Ｘは、Ｙ１に対して保育委託契約の債務不履行又は不法行為（民法715条又は会社法350

条）、Ｙ１の代表者Ｙ２（Ｂ園長・保育士）らに対して不法行為（民法709条）に基づく

損害賠償責任(１)、宇都宮市に対して国家賠償責任（国家賠償法（以下、「国賠法」とい 

う場合がある。）１条）を求めた(２)。 

 

(１) 判決は、被告Ｙ２に対しては民法709条の不法行為責任、被告Ｙ１に対しては民法715条又は

会社法350条の不法行為責任を認めた。 

(２) 関連裁判として、保護責任者遺棄致死、暴行被告事件（宇都宮地判平成28年６月15日・平成

27年（わ）第265号・平成27年（わ）第403号、東京高判平成28年11月24日・平成28年（う）第

1347号）があり、経営責任者Ｙ２に保護責任者遺棄致死罪を認め、懲役10年の判決をしている。 
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 事件に至るまでの経緯の概要（時系列）は、以下のとおりである。 

 

表１ 経緯の概要（時系列） 

 
年月日 事実概要 内容等 

2009. 7.22 市の立入調査 
是正改善指摘（防火訓練、避難器具、職員研修、緊急連絡表、

在籍乳幼児の書類） 

2010. 7.30 市の立入調査 是正改善指摘（避難設備） 

2011. 7.21 市の立入調査 是正改善指摘（避難設備） 

2012. 8. 3 市の立入調査 是正改善指摘（消防計画、防火管理者、ブレスチェック表） 

2013. 8. 6 市の立入調査 是正改善指摘（消火器） 

2013. 9. 3 消防立入検査 
査察指摘（防災物品、消防用設備設置届、火災報知設備、誘導

灯、建築指導課の指導） 

同 
消防署から市保育

課への連絡 

「３階・４階は、自宅」との主張は、「検査のため片づけた形

跡あり、保育室ではないか」 

2014. 1.11 Ａの保育委託契約 宿泊保育含む。 

2014. 4 頃 保育状況 Ｙ２と手伝い（Ｙ２二男）、児童30～40人 

2014. 5.27 
利用者が市保育課

を訪れ通報① 

息子の指の爪が剝がれている。青あざを作ったこともあった

（写真）。 

同 
市保育課が電話で

Ｙ２に確認 
Ｙ２が事実否定。市が安全配慮を指導。 

2014. 5.28 

従業員の知人から

市保育課へ電話で

通報② 

毛布で巻いて紐で縛っている等。予告なしの立入調査の要求。 

2014. 5.29 
市保育課の訪問調

査（事前連絡） 

Ｙ２が拒否。市が再度、訪問確認を連絡。過去の報告書等は未

確認。 

４階・５階は調査せず。連絡帳、給食、勤務状況、ブレス

チェック表は確認せず。調査は、30分程度。 

帰庁後、上司に口頭報告（危険、不審なし） 

以降、通報なく、「特別の立入調査」等は実施せず。 

2014. 7.23 Ａの宿泊保育 
26日まで。Ｙ２・Ｙ２二男のみ。エアコンつけず。 

期間中、Ａは、水様便状況、体温37.6度～38.1度。 

2014. 7.26 Ａが熱中症で死亡  
 
 

 

 2. 関係法令等(３) 

 

(ア) 児童福祉法（現行法・抜粋） 

   第三十五条 国は、政令の定めるところにより、児童福祉施設（助産施設、母子生活支援施

 

(３) 下線は、筆者。 
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設、保育所及び幼保連携型認定こども園を除く。）を設置するものとする。 

  ③ 市町村は、厚生労働省令の定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定める事項

を都道府県知事に届け出て、児童福祉施設を設置することができる。 

  ④ 国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働省令の定めるところにより、都道府県知事

の認可を得て、児童福祉施設を設置することができる。 

 

   第三十九条 保育所は、保育を必要とする乳児・幼児を日々保護者の下から通わせて保育を

行うことを目的とする施設（利用定員が二十人以上であるものに限り、幼保連携型認定こども

園を除く。）とする。 

 

   第五十九条 都道府県知事は、児童の福祉のため必要があると認めるときは、……第三十五

条第四項の認可……を受けていないもの……については、その施設の設置者若しくは管理者に

対し、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員をして、その事務所若しくは施設に立ち

入り、その施設の設備若しくは運営について必要な調査若しくは質問をさせることができる。

この場合においては、その身分を証明する証票を携帯させなければならない。 

  ③ 都道府県知事は、児童の福祉のため必要があると認めるときは、第一項に規定する施設の

設置者に対し、その施設の設備又は運営の改善その他の勧告をすることができる。 

  ④ 都道府県知事は、前項の勧告を受けた施設の設置者がその勧告に従わなかつたときは、そ

の旨を公表することができる。 

  ⑤ 都道府県知事は、第一項に規定する施設について、児童の福祉のため必要があると認める

ときは、都道府県児童福祉審議会の意見を聴き、その事業の停止又は施設の閉鎖を命ずるこ

とができる。 

  ⑥ 都道府県知事は、児童の生命又は身体の安全を確保するため緊急を要する場合で、あらか

じめ都道府県児童福祉審議会の意見を聴くいとまがないときは、当該手続を経ないで前項の

命令をすることができる。 

 

   第五十九条の二 （略）第三十九条第一項に規定する業務を目的とする施設（……）であつ

て……第三十五条第四項の認可……を受けていないものについては、その施設の設置者は、そ

の事業の開始の日（……）から一月以内に、次に掲げる事項を都道府県知事に届け出なければ

ならない。 

  一 施設の名称及び所在地 
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  二 設置者の氏名及び住所又は名称及び所在地 

  三 建物その他の設備の規模及び構造 

  四 事業を開始した年月日 

  五 施設の管理者の氏名及び住所 

  六 その他厚生労働省令で定める事項 

  ② 前項に規定する施設の設置者は、同項の規定により届け出た事項のうち厚生労働省令で定

めるものに変更を生じたときは、変更の日から一月以内に、その旨を都道府県知事に届け出

なければならない。その事業を廃止し、又は休止したときも、同様とする。 

  ③ 都道府県知事は、前二項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を当該施

設の所在地の市町村長に通知するものとする。 

 

   第五十九条の二の五 第五十九条の二第一項に規定する施設の設置者は、毎年、厚生労働省

令で定めるところにより、当該施設の運営の状況を都道府県知事に報告しなければならない。 

 

   第五十九条の四 この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるもの

は、指定都市及び中核市並びに児童相談所を設置する市（特別区を含む。以下この項において

同じ。）として政令で定める市（以下「児童相談所設置市」という。）においては、政令で定

めるところにより、指定都市若しくは中核市又は児童相談所設置市（以下「指定都市等」とい

う。）が処理するものとする。この場合においては、この法律中都道府県に関する規定は、指

定都市等に関する規定として指定都市等に適用があるものとする。 

 

表２ 児童福祉法の仕組み 

 
 
59条 

・認可外保育施設に対する知事（市長）の報告徴収、立入調査（１項） 

・        〃         改善勧告（３項） 

・        〃         公表（４項） 

・        〃         事業停止、施設閉鎖命令（５項） 

59条の２ 

・認可外保育施設の届出（知事（市長）） 

59条の２の５ 

・認可外保育施設の運営状況の報告（知事（市長）） 
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(イ) 通知等（抜粋） 

  ① 「認可外保育施設に対する指導監督の実施について」の一部改正について（平成

23年９月１日）（雇児発0901第15号）（各都道府県知事・各指定都市市長・各中核市市長あ

て厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知） 

    認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成13年３月29日）（雇児発第

177号）（各都道府県知事・各指定都市市長・各中核市市長あて厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知)(４) 

    ベビーホテル等の認可外保育施設については、昭和56年の児童福祉法の改正により、行政

庁の報告徴収及び立入調査の権限が規定され、これらに基づき、指導監督に配意願ってきた

ところであるが、今般、より効果的な指導監督を図る観点等から、別紙のとおり「認可外保

育施設指導監督の指針｣(５)及び「指導監督基準」を策定したので、より適切な指導監督が図

られるようお願いする(６)。 

   認可外保育施設指導監督の指針 

   第１ 総 則 

   １ この指針の目的及び趣旨 

     この指針は、児童福祉法等に基づき、認可外保育施設について、適正な保育内容及び保

育環境が確保されているか否かを確認し、改善指導、改善勧告、公表、事業停止命令、施

設閉鎖命令等を行う際の手順、留意点等を定めるものであること。 

   第２ 通常の指導監督 

   １ 通 則 

     通常の指導監督は、報告徴収及び立入調査により行うこと。 

     指導監督に当たっては、児童福祉法に基づく指導監督の趣旨及び内容等を明らかにし、

関係者の理解及び協力が得られるよう努めることを旨とするが、保育内容、保育環境等に

問題があると認められる又は推定されるにもかかわらず、関係者の理解、協力等が得られ

ない場合には、児童福祉法に基づき厳正に対処すること。 

   ２ 報告徴収 

   (１) 運営状況報告の対象 

 

(４) 以下、「平成13年通達」という。なお、「通達」の表現は、判決文での表記をそのまま引用

している。 

(５) 以下、「平成13年指針」又は「指導監督指針」という。「指導監督基準」と一括して「平成

13年指針等」という。 

(６) 「平成13年指針等」と「平成13年通達」を一括して「平成13年通達等」という。 
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      全ての認可外保育施設の設置者又は管理者に対して、運営状況の報告を、年１回以上、

文書により、回答期限を付して求めること。その際、次のような場合にも報告するよう

併せて指示すること。 

   ① 事故等が生じた場合の報告（臨時の報告） 

     当該施設の管理下において、死亡事案、重傷事故事案、食中毒事案等の重大な事故が生

じた場合は、速やかに報告させること。 

   ② 長期滞在児がいる場合の報告（長期滞在児の報告） 

     当該施設に、24時間かつ週のうちおおむね５日程度以上入所している児童がいる場合は、

当該児童の氏名、住所及び家庭の状況等を速やかに報告させること。 

   ③ 届出事項に変更が生じた場合の報告 

     届出対象施設については、設置後届け出た事項のうち、省令で定める事項に変更を生じ

た場合は、変更後１か月以内に報告させること。（児童福祉法第59条の２第２項参照） 

   ④ 事業を廃止し、又は休止した場合の報告 

     届出対象施設については、当該施設を廃止し、又は、休止した場合は、廃止又は休止の

日から１か月以内に報告させること。（児童福祉法第59条の２第２項参照） 

    （留意事項10）運営状況報告を徴収することの意義 

    届出対象施設については、児童福祉法第59条の２の５第１項において、都道府県に対し定

期報告を行うことを義務づけられているが、届出対象施設以外の施設についても児童福祉法

第59条により、必要と認める事項の報告を求めることができるものであり、認可外保育施設

の指導監督を行うにあたって、施設の状況を把握しておくことが必要であることから運営状

況報告を徴収するものである。 

   (２) 運営状況報告がない場合の取扱い 

      (１)による報告がない場合については、文書により期限を付して求めること。 

   (３) 特別の報告徴収の対象 

      当初の届出事項からの変更が認められる場合、運営状況報告の内容に疑義がある場合、

臨時の報告又は長期滞在児の報告はないがその事実が判明又は強く疑われる場合、利用

者から苦情や相談又は事故に関する情報等が行政庁に寄せられている場合等で、児童の

処遇上の観点から施設に問題があると考えられる場合には、随時、特別に報告を求める

こと。 

      なお、この際には、必要に応じて３(１)②の特別立入調査の実施を考慮すること。 
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   ３ 立入調査 

   (１) 立入調査の対象 

   ① 通常の立入調査の対象 

     届出対象施設については、年１回以上行うことを原則とすること。届出対象外施設につ

いても、できる限り立入調査を行うよう努力することとし、定期的な立入調査の実施が難

しい場合は、市町村の協力を得て、当該施設に訪問するなどして状況を確認すること。 

    （留意事項14）認可外保育施設が多数設置されている地域等における取扱い 

     認可外保育施設が多数存在し、届出対象施設に対して年１回以上の立入調査を当面行う

ことができない都道府県等にあっては、対象施設を絞って重点的に指導監督を行うことも

やむを得ないこと。また、相当の長期間経営されている認可外保育施設であって児童の処

遇をはじめその運営が優良であるものについては、運営状況報告の徴収は毎年度としつつ

立入調査は隔年とする等の取扱いも不適当ではないこと。しかしながら、これらの場合に

あっても、ベビーホテルについては、必ず、年１回以上の立入調査を行うこと。 

   ② 特別立入調査の対象 

     重大な事故が発生した場合又は利用者から苦情や相談が寄せられている場合等で、児童

の処遇上の観点から施設に問題があると認められる場合には、届出対象施設であるか否か

にかかわらず、随時、特別に立入調査を実施すること。 

   ③ 事務所への立入調査 

     認可外保育施設への立入調査だけでは、運営状況等が十分に把握できない場合は、当該

施設の設置者等の事務所に対して立入調査を実施し、必要な報告徴収をすること。（児童

福祉法第59条第１項参照） 

    （留意事項16）事務所に対する立入調査の意義 

     立入調査については、認可外保育施設への立ち入り及び施設長や保育従事者への聴取を

基本とするが、施設側に施設の運営状況等を把握するうえで必要な報告や書類の提出を求

めてもこれらがなされない場合や管理者等が質問に対して明確な応答ができない場合にお

いては事務所への立入調査や報告徴収を検討すること。 

   (２) 立入調査の手順 

   ① 実施計画の策定 

     立入調査の実施計画は、届出対象施設であるか否かにかかわらず、問題を有すると考え

られる施設について重点的に指導ができるように配慮して策定すること。また、策定に当

たっては、必要に応じて、消防部局、衛生部局等と施設リストや既実施の立入調査結果の
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情報交換を行う等の連携を図ることが望ましいこと。 

    （留意事項18）以下のいずれかに該当する施設は、「問題を有すると考えられる施設」に

該当すると考えられること。 

    ・著しく保育従事者数が少ないもの、又は著しく有資格者数が少ないもの 

    ・著しく施設が狭隘なもの 

    ・連続して改善指導を行っているにもかかわらず改善されないもの 

    ・著しく低料金又は利用者から苦情や相談が寄せられており不適切な処遇が窺われるもの 

    ・管理者や保育従事者が都道府県等が開催する研修会等へ参加していないもの 

    ・通常の報告の徴収の指示に対して回答がないもの又は報告内容が空疎なもの 

    ・事実発生に関わらず、臨時の報告又は長期滞在児の報告を怠っているもの 

    ・設置後の届出義務、設置者の氏名等の掲示義務、利用者に対する書面交付義務等法令に

定める義務の履行を怠っているもの 

   ② 立入調査の指導監督班の編成等 

     立入調査の指導監督班は、関係法令等に係る十分な知識と経験を有する者２名以上で編

成すること。ただし、やむを得ない場合は、知識と経験を有する者を含む２名以上で編成

すること。 

     また、児童の処遇面で問題を有すると考えられる場合は、保育士、児童福祉司、心理判

定員、児童指導員、保健師、看護師、医師等の専門的知識を有する者を加えること。 

     立入調査により指導監督を行う職員は、身分を証明する証票を携帯すること。また、こ

の証票は、緊急の立入調査等に備え、あらかじめ交付しておくこと。（児童福祉法第59条

第１項参照） 

   ⑥ 事前通告 

     立入調査に当たっては、当該施設における帳票等の準備のために、設置者又は管理者に

対し、期日を事前通告することを通例とするが、特別立入調査が必要な場合等には、事前

通告せずに実施することが適当であること。 

    （留意事項21）問題を有すると考えられる施設に対する取扱い 

     留意事項18に掲げる「問題を有すると考えられる施設」については、通常の立入調査を

実施する場合であっても、事前通告せずに実施することや、事前通告期間を短くするなど

の工夫が必要であること。 

   ⑦ 保育従事者及び保護者からの聴取等 

     立入調査における調査、質問等は、設置者又は管理者に対して行うことを通例とするが、
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必要に応じて、保育従事者からも事情を聴取すること。施設内での虐待や虚偽報告が疑わ

れる場合等は、利用児童の保護者等から事情を聴取すること。また、施設内での虐待が疑

われる場合は、利用児童の様子を確認すること。 

   ⑧ 口頭の助言、指導等 

     改善指導は文書で行うことを原則としているが、これに先立ち立入調査の際においても、

必要と認められる助言、指導等を口頭により行うこと。 

   ⑨ 指導監督結果の検討 

     立入調査により行った指導監督の結果については、指導監督担当職員の所見や現地にお

ける状況等に基づき、施設の問題点を明らかにした上で、これに対する措置を具体的に決

定し、速やかに問題点の解消に努めるよう必要な措置を講じること。具体的には、第３か

ら第５までに規定するところによること。 

   第３ 問題を有すると認められる場合の指導監督 

   １ 通 則 

     立入調査の結果、指導監督基準等に照らして改善を求める必要があると認められる場合

は、改善指導、改善勧告、公表、事業停止命令又は施設閉鎖命令の措置を通じて改善を図

ること。 

    （留意事項22）指導監督にあたっては、市区町村や消防部局、衛生部局等の関係部局との

連携を図ること。また、施設内で犯罪があると思料する場合は、警察と連携を図ること。 

   ２ 改善指導 

   (１) 改善指導の対象 

      立入調査の結果、指導監督基準に照らして、改善を求める必要があると認められる認

可外保育施設については、文書により改善指導を行うこと。 

   (２) 改善指導の手順 

   ① 改善指導の内容 

     立入調査実施後概ね１か月以内に、改善されなければ児童福祉法第59条第３項に基づく

改善勧告及び同法第59条第４項に基づく公表等の対象となり得ることを示した上で、改善

すべき事項を文書により通知すること。 

     この場合、概ね１か月以内の回答期限を付して、文書により報告を求めること。また、

改善に時間を要する事項については、概ね１か月以内に改善計画の提出を求めること。 

   ② 改善指導結果の確認 

     改善指導に係る回答又は提出があった場合は、その改善状況を確認するため、必要に応
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じ、設置者又は管理者に対する出頭要請や施設又は事務所に対する特別立入調査を行うこ

と。回答期限又は提出期限が経過しても報告又は提出がない場合についても、同様である

こと。 

   ３ 改善勧告 

   (１) 改善勧告の対象 

      改善指導を繰り返し行っているにもかかわらず改善されず、改善の見通しがない場合

には、改善指導に止めずに、児童福祉法第59条第３項に基づく改善勧告を行うこと。 

   (２) 改善勧告の手順 

   ① 改善勧告の内容 

     文書による改善指導における報告期限後（改善指導を経ずに改善勧告を行う場合にあっ

ては立入調査実施後）概ね１か月以内に、改善されなければ、公表、事業停止命令又は施

設閉鎖命令の対象となり得ることを明示した上、改善勧告を文書により通知すること。 

     この場合、概ね１か月以内の回答期限を付して文書で報告を求めること。なお、建物の

構造等から速やかな改善が不可能と認められる場合は、移転に要する期間を考慮して適切

な期限（この期限は、３年以内とすること）を付して移転を勧告すること。 

   ② 関係機関との調整 

     改善勧告を行う場合は、必要に応じて、事前に又は事後速やかに、児童相談所、近隣市

区町村、近隣児童福祉施設等の関係機関との間で、当該施設が運営を停止した場合に備え

た利用児童の受入れ先の確保等について調整を図ること。 

   ③ 確 認 

     改善勧告を受けた設置者又は管理者から、当該改善勧告に対する報告があった場合は、

その改善状況等を確認するため、速やかに特別立入調査を行うこと。回答期限が経過して

も報告がない場合についても、同様であること。 

     また、必要に応じて改善勧告に対する回答の期限内においても、当該施設の状況の確認

に努めること。 

   (３) 利用者に対する周知及び公表 

   ① 利用者に対する周知 

     改善勧告にもかかわらず改善が行われていない場合には、当該施設の利用者に対し、改

善勧告の内容及び改善が行われていない状況について個別通知等により周知し、当該施設

の利用を控える等の勧奨を行うとともに、利用児童に対する福祉の措置等を講ずる必要が

あること。 
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   ② 公 表 

     改善勧告にもかかわらず改善が行われていない場合には、改善勧告の内容及び改善が行

われていない状況について報道機関等を通じて公表すること。また、地元市区町村に対し、

その内容を通知するとともに、公表するよう要請すること。（児童福祉法第59条第４項及

び第７項参照） 

   第４ 事業停止命令又は施設閉鎖命令 

   (１) 事業停止命令又は施設閉鎖命令の対象 

     改善勧告を行ったにもかかわらず改善が行われていない場合であって、かつ、改善の見

通しがなく児童福祉に著しく有害であると認められるとき、又は、改善指導、改善勧告を

行う時間的余裕がなく、かつ、これを放置することが児童福祉に著しく有害であると認め

られるときは、弁明の機会を付与し、児童福祉審議会の意見を聴き、事業停止又は施設閉

鎖を命ずること。（児童福祉法第59条第５項参照） 

    （留意事項23）「事業停止命令」及び「施設閉鎖命令」の意義 

    ・「事業停止命令」は、期限を付して又は条件を付して当該認可外保育施設を運営する事

業の停止を命ずる行政処分をいうこと。 

    ・「施設閉鎖命令」は、施設の閉鎖を命じることにより、将来にわたり当該認可外保育施

設を運営する事業を禁止する行政処分をいうこと。 

    （留意事項24）施設内で犯罪があると思料する場合は、警察と連携を図ること。この場合

にあっても、利用者や地域住民を保護するための周知及び公表等は、引き続き行うこと。 

   (２) 事業停止命令又は施設閉鎖命令の手順 

   ① 関係機関との調整 

     事業停止命令又は施設閉鎖命令を行おうとする場合は、必要に応じて、事前に又は事後

速やかに、児童相談所、近隣市区町村、近隣児童福祉施設等の関係機関との間で、当該施

設が運営を停止した場合に備えた利用児童の受入れ先の確保等について調整を図ること。 

   ② 弁明の機会の付与 

     事業停止命令又は施設閉鎖命令を行おうとする場合は、事前に弁明の機会を付与するこ

と。 

    （留意事項25）弁明の機会の付与は、行政手続法第29条から第31条までに定めるところに

より、当該施設の設置者又は管理者に対し、次の事項を書面によって通知して行うこと。 

    ・予定される命令の内容 

    ・命令の原因となる事実 
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    ・弁明書の提出先及び提出期限 

   ③ 児童福祉審議会からの意見聴取 

     弁明書の提出を受けた後又は提出期限を経過した後、速やかに、児童福祉審議会の意見

を聴くこと。 

   ④ 事業停止命令又は施設閉鎖命令の発令 

     児童福祉審議会の意見を聴き速やかに判断した上で、文書により事業停止又は施設閉鎖

を命ずること。通常は事業停止命令を先ず検討すべきであるが、改善が期待されずに当該

施設の運営の継続が児童の福祉を著しく害する蓋然性がある場合は、施設閉鎖命令を発す

ることとすること。 

    （参照条文）児童福祉法第60条の４ 

    第46条第４項又は第59条第５項の規定による事業の停止又は施設の閉鎖の命令に違反した

者は、これを６月以下の懲役若しくは禁錮又は30万円以下の罰金に処する。 

   (３) 公 表 

      事業停止又は施設閉鎖命令を行った場合は、その名称、所在地、設置者及び管理者名、

処分の内容等について報道機関等を通じて公表すること。また、地元市区町村に対し通

知するとともに、その内容を公表するよう要請すること。（児童福祉法第59条第７項参

照） 

   第５ 緊急時の対応 

   (１) 緊急時の手順 

      児童の福祉を確保すべき緊急の必要があるときは、第３及び第４までの手順によらず、

文書による改善指導を経ずに改善勧告を行う、改善指導・改善勧告を経ずに事業停止命

令若しくは施設閉鎖命令の措置を行うなど、児童の安全の確保を第一に考え、迅速な対

応を行うこと。 

   (２) 緊急時の改善勧告 

      児童の福祉を確保するため、次の場合は、改善指導を経ることなく、改善勧告を行う

こと。 

   ① 著しく不適正な保育内容や保育環境である場合 

   ② 著しく利用児童の安全性に問題がある場合 

   ③ その他児童の福祉のため特に必要があると認められる場合 

    （留意事項26）上記の①から③の具体的事例については、以下のとおり想定しているが、

これらはあらかじめ児童福祉審議会の意見を聴いて設定し、公表しておくことが望ましい。 



 

－ 79 － 

●
－自治総研通巻523号 2022年５月号－●

 

 

    ・「1. 保育に従事する者の数及び資格」及び「2. 保育室等の構造設備及び面積」に関

して、いずれも著しく下回るもの 

    ・「1. 保育に従事する者の数及び資格」の「(２)保育に従事する者の概ね３分の１（保

育に従事する者が２人の施設にあっては１人）以上は、保育士又は看護師の資格を有す

る者であること。」に関して、有資格者が１人もいないもの 

    ・「4. 保育室を２階以上に設ける場合の条件」中「(２)保育室を３階以上に設ける建物

は、以下のイからハまでをいずれも満たすこと」に関して、ロに規定する屋外階段を有

しておらず、かつ、消防法施行令第７条に規定する滑り台、救助袋、緩降機又は避難橋

が設置されていないもの 

    ・認可外保育施設の管理責任が明確に否定し得ない重大な事故等が発生しており、かつ、

当該事故等に対応した適切な改善策が講じられていないもの 

   (３) 緊急時の事業停止命令又は施設閉鎖命令 

      児童の生命又は身体の安全を確保するために緊急を要する場合で、あらかじめ都道府

県児童福祉審議会の意見を聴くいとまがないときは、当該手続きを経ないで、事業停止

又は施設閉鎖を命じることができるものであること。 

      この場合、弁明の機会の付与は事後的に行う必要はなく、また、児童福祉審議会に対

しては事後速やかに報告すれば足りること。（児童福祉法第59条第６項参照） 

    （留意事項27） 

     行政手続法第13条において、公益上、緊急に不利益処分をする必要があるときは、弁明

の機会の付与を行うことなく不利益処分をすることが可能とされており、また、事後に弁

明の機会の付与を行うことは必要とされていないこと。 

    （留意事項28） 

     施設の施設長や設置者が利用児童に虐待を加え、危害を及ぼしていることが明白である

場合などは、児童の生命又は安全を確保するために緊急を要する場合に該当すると想定さ

れること。 
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表３ 認可外保育施設指導監督指針の概要 

 
 
通常の指導監督（59条１項） 

・報告徴収（年１回以上） 

・特別報告徴収（施設に問題） 

・立入調査（年１回以上、専門者）（通例：事前通告） 

・特別立入調査（施設に問題）（必要に応じて事前通告なし） 

 

問題を有する場合の指導監督 

・改善指導（立入調査１か月以内に改善されない場合） 

・改善勧告（繰り返しの改善指導にもかかわらず、改善されない場合）（59条３項） 

・利用者への周知・公表（改善勧告にもかかわらず、改善されない場合）（59条４項） 

 

事業停止命令・施設閉鎖命令（59条５項） 

・改善勧告にもかかわらず改善されない場合で、改善の見通しがなく著しく有害なとき 

・改善指導、改善勧告の時間的余裕がなく、著しく有害な場合 

・社会通念上著しく悪質な（生命身体に著しい影響を与える）場合 

 

緊急時の対応 

・改善指導を経ない改善勧告 

・改善指導、改善勧告を経ない事業停止命令等（児童福祉審議会不要（59条６項）、弁明の機会

不要） 

 
 

 

  ② 宇都宮市認可外保育施設指導監督実施要領（平成14年10月１日施行） 

    第１条 この要領は、認可外保育施設に対し、指導監督を実施することにより、適正な保

育内容及び保育環境の確保に寄与することを目的とする。 

    第２条 指導監督の対象は、法39条１項に規定する業務を目的として宇都宮市内に設置さ

れている施設であって、法35条４項の認可を受けていないものとする。 

    第３条 指導監督は、法、その他の関連法令及び「認可外保育施設に対する指導監督の実

施について」並びに「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付につ

いて」に基づき実施する。 

    第４条 認可外保育施設の設置者に対しては、原則として年１回、運営状況の報告等を求

めるものとする。 

    第５条 ア 立入調査の実施においては、指導監督通知で定めた認可外保育施設指導監督

基準に適しているかを調査する。 

        イ 法59条の２に定める施設の立入調査については、原則として年１回実施し、

他の施設については実施に努めることとする。 
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        ウ 特に、児童の処遇上の観点から問題があると認められる場合には、随時、必

要と認められる報告を求め、立入調査を実施する。 

 

 

 3. 原告・被告の主張（被告宇都宮市の責任） 

 

(ア) 原告Ｘの主位的主張（要点） 

   被告市市長は、本件各通報を受けた時点において、託児施設に対し、速やかに事前

予告なしの特別立入調査を実施して法59条５項及び６項に基づく事業停止命令権ない

し施設閉鎖命令権（以下、「事業停止命令権等」という。）を行使すべきであったの

に、これを行使しなかったのは、国賠法１条１項の適用上違法と評価すべきである。 

 

(イ) 原告Ｘの主位的主張に対する被告宇都宮市の主張（要点） 

   法59条は、「することができる」規定で、指導監督権限の行使を義務づけられてお

らず、各通報（の真偽（筆者要約））を確認できなかったが、国の指導監督指針に則

り、調査（2014.5.29）を実施したもので、事前予告を伴うものでも「特別立入調査」

に当たり、法59条１項の調査権限を適正に行使しており、事業停止命令等を発しな

かったとしても違法ではない。 

 

(ウ) 原告Ｘの予備的主張（要点） 

   被告市市長が本件各通報を受けていたにもかかわらず事前通告なしで特別立入調査

を実施せず、事業停止命令ないし緊急閉鎖命令を発令しなかったことが国賠法１条１

項の適用上違法と評価されないとしても、被告市による本件調査の具体的な内容等は

極めてずさんかつ不十分なものであって、法59条１項等によって付与された指導監督

権限の行使を著しく怠ったものということができるから、かかる規制権限の不行使は、

被告市市長に付与された裁量を著しく逸脱するものとして、国賠法１条１項の適用上

違法と評価されるべきである。 

 

(エ) 原告の予備的主張に対する被告の主張（要点） 

   立入調査の際、虐待の様子はなく、４階・５階の調査を強行することは住居侵入罪

に該当しかねず、緊縛された児童が隠されていること、死亡の結果発生は予測不可能
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で、市長の裁量を逸脱するものではなく、違法ではない。 

 

表４ 原告の主張 

 
 
原告の主位的主張 

・事前予告なしの特別立入調査の実施 

・事業停止命令権、施設閉鎖命令権の行使 

・上記の不行使……違法 

 

原告の予備的主張 

・５/29の訪問調査（事前連絡）……極めてずさん・不十分 

・59条の指導監督権限の不行使 

・市長の裁量逸脱……違法 

 
 

 

 

 4. 判決（被告宇都宮市の責任)(７) 

 

 原告らの被告市に対する請求を基礎付ける主位的・予備的主張は、いずれも被告市の市

長（以下「被告市市長」という。）の認可外保育施設（被告会社の運営するＢ）に対する

指導監督権限の行使の在り方（不作為も含む。）が国賠法１条１項の適用上「違法」と評

価とすべきであるとする点で共通するところ、同条項にいう「違法」とは、「公務員が個

別の国民に対して負担する職務上の注意義務に違反する」ことをいうものと解されるから、

その「違法」評価は当該公務員の職務行為を基準に判断されるべきである（いわゆる職務

行為基準説・最高裁昭和60年11月21日第一小法廷判決・民集39巻７号1512頁参照）。 

 そこで以下、別紙「関連諸法令」等に基づき、被告市市長の職務行為（認可外保育施設

に対する調査・指導監督権限の行使）の前提となる法及び関連諸法令の内容等を概観した

上、被告市市長の上記職務行為は〔１〕国賠法１条１項の適用上「違法」と評価されるか、

〔２〕評価されるとして同項の「過失」が認められるか、〔３〕認められるとして本件事

件の発生（Ａの死亡）との間に因果関係が認められるか否かについて順次、検討する。 

 

  

 

(７) 下線は、筆者。 
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(ア) 原告の主位的主張について 

   国又は公共団体の公務員による規制権限の不行使は、その権限を定めた法令の趣旨、

目的や、その権限の性質等に照らし、具体的事情の下において、その不行使が許容さ

れる限度を逸脱して著しく合理性を欠くと認められるときは、その不行使により被害

を受けた者との関係において、国賠法１条１項の適用上「違法」と評価されるものと

解するのが相当である（最高裁平成元年11月24日第二小法廷判決・民集43巻10号1169

頁、最高裁平成７年６月23日第二小法廷判決・民集49巻６号1600頁、最高裁平成16年

10月15日第二小法廷判決・民集58巻７号1802頁等各参照）。 

   そして、上記判例法理にいう「不行使が許容される限度を逸脱して著しく合理性を

欠く」か否かは、一般的に、〔１〕危険の切迫性、〔２〕予見可能性、〔３〕補充性、

〔４〕期待可能性、〔５〕回避可能性などを重要な要素として、これらを総合考慮し

て判断すべきであるから、被告市市長の上記規制権限（事業停止命令権等）の不行使

が国賠法１条１項の適用上「違法」と評価することができるか否かを判断するに当

たっても、……本件事件発生当時の法の趣旨、目的やその権限の性質に照らし、【１】

Ｂが同施設の園児の生命、身体に対し重大な危険性を加える危険性が存在し、その危

険が切迫しているか否か、【２】被告市市長（被告市の保育課）において上記危険の

存在及び切迫性を予見し又は予見し得たか否か、【３】結果を防止するには上記事業

停止命令権等を行使するよりほかなかったか否か、【４】かかる事業停止命令権等の

行使を期待し得る状況が存在したか否か、【５】上記事業停止命令権等を行使するこ

とにより容易に結果を回避することができたか否か等の諸事情を総合考慮することに

より、被告市市長の上記事業停止命令等の不行使が「許容される限度を逸脱して著し

く合理性を欠く」ものと認められる場合には、国賠法１条１項の適用上「違法」と評

価すべきものと解される。 

   そこで以上の観点に基づき検討すると、……被告市の保育課に本件各通報が行われ

た平成26年５月27、28日の時点でＢの保育業務を実質的に差配している被告Ｙ１は、

保育業務を行う人手が足りなかったことから、託児に対し、その体を紐や毛布でぐる

ぐる巻きにし、あるいはワイシャツを前後逆さまに着せて袖を縛り付けるなどして、

身動きができない状態にしたり、あるいは、ベッドを檻代わりにして、その中に子ど

もを長時間閉じ込めるなどの行為を日常的に行っており、かかる虐待的な保育業務は、

本件事件が発生した同年７月23日から同月26日頃にかけても平然と行われていたこと

がうかがわれるのであるから、少なくとも本件各通報が行われた上記時点において、



 

－ 84 － 

●
－自治総研通巻523号 2022年５月号－●

 

 

客観的には被告Ｙ１の上記虐待的保育業務によって、Ｂの託児の生命・身体に対して

重大な危害が及ぶ可能性が存在しており、かつ、その危険は、本件事件のような被害

がいつ発生しても不自然ではないという意味において切迫した状況にあったというべ

きである（【１】危険の切迫性）。また、Ｂのような認可外保育施設によって保育さ

れている乳幼児は、保育士等から虐待に対しては、これを回避したり防御することは

事実上不可能であって、その生命、身体に対する危険を回避するための自助努力を期

待することは困難であるから、侵害が予想される法利益の重大性や法の趣旨・目的に

照らし、認可外保育施設を指導監督する責務を負っている被告市市長（被告市の保育

課）においては、認可外保育施設としての不適格施設を速やかに排除して上記危害の

発生を回避するための措置を講じることが期待され、かつ、法及び平成13年通達等の

規定に則り、かかる措置を講じることが可能な状況にあったものということができる

し（【４】期待可能性）、仮に、本件各通報があった上記時点で、被告市市長がＢに

対して上記事業停止命令権等を発動していたならば、本件事件の発生を容易に回避す

ることができたことも否定し難い（【５】回避可能性）。 

   しかし、以上の状況等の下においても、被告市市長による上記事業停止命令権等の

不行使が国賠法１条１項の適用上「違法」か否かを判断するための重要な要素である

「予見可能性」の程度は、被告市市長（被告市保育課）が、本件各通報を受けた時点

において、具体的な状況の下、高度の蓋然性をもって上記切迫した状態の危険を認識

し得る程度のものであることが必要と解される。 

   そこで、この点につき検討すると、……確かに、本件各通報は、いずれも具体的で、

かつリアリティーに富む内容のものである。すなわち、……本件通報①は、Ｂの利用

者で医師でもある保護者が、自ら被告市の保育課を尋ね実名を名乗った上、Ｂに託児

していた２歳になったばかりかの二男が左人差し指の爪を全て剥がすという看過し難

い怪我を負ってＢから帰宅したというものであり、しかも、その数か月前にも同じく

Ｂに託児していた４歳の長男が右眼の上に眼球強打を疑わせる青あざを作って帰宅し

た事実も合わせて報告されていたというのであるから、以上の本件通報①は、Ｂ内に

おいて託児の身体に危害を及ぼすおそれのある保育（託児）業務が恒常的に行われて

いたことをうかがわせる。 

   また、本件通報②は、匿名の通報者によるものとはいえ、……その内容は、正に虐

待的託児業務が平然と行われていることを具体的かつ詳細に報告するものであって、

Ｂの保育業務の実態を悉知していた者からの情報提供がなければ語り得ない事実を含
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むものということができる。 

   しかし、……被告市の保育課は本件各通報を受けた時点において、これらの徴表を

客観的に裏付ける物証等の存在までは把握していなかったのであるから、本件通報②

の翌日にＢに対して行われた立入調査（以下「本件立入調査」という。）やその後の

対応（特別報告の徴求等）等が「職務上通常尽くすべき注意義務」を尽くしたもので

あるか否かはともかく、本件各通報を受けた時点において、被告市市長（被告市保育

課）がＢの保育業務に上記切迫した危険が存在することを高度の蓋然性をもって認識

することができたものとはいい難く（【２】予見可能性）、むしろ、直ちに事業停止

命令権等といった最も強力な規制権限を行使するのではなく、迅速かつ的確な「特別

の報告」の徴求や立入調査を継続的に実施する中で、改善指導、改善勧告を繰り返し、

必要に応じて、平成13年指針所定の手順に則り事業停止命令等を発動する方法も、本

件各通報時における選択肢の１つとして存在したものというべきであるから（【３】

補充性）、本件各通報があった時点において、被告市市長がＢに対して事前予告なし

の特別立入調査を実施し事業停止命令権等を行使しなかったことは、法の趣旨、目的

や、その権限の性質等に照らし、具体的事情の下、上記【１】【４】【５】の各事情

を考慮にいれたとしても、許容される限度を逸脱して著しく合理性を欠くものであっ

たとまでは認められず、その不行使により被害を受けた者（原告ら、被害児童）との

関係において、国賠法１条１項の適用上「違法」と評価することはできない。 

 

表５ 主位的主張に対する判決の概要 

 
 
【１】危険の切迫性……虐待的保育を平然と実施 

【４】期待可能性……乳幼児の自助努力困難 

【５】回避可能性……事業停止命令権等の発動による事件の回避容易 

【２】予見可能性……客観的物証がなく、高度の蓋然性での危険認識できず 

【３】補充性……特別報告徴収、立入調査の継続実施、改善指導・勧告の繰返し 

        必要に応じて事業停止命令検討の発動 の選択肢あり 

 

・事前予告なしの特別立入調査を実施し、事業停止命令権等の不行使 

 ⇨ 許容限度の逸脱、著しい不合理……なし → 違法でない 

 
 

 

(イ) 原告の予備的主張について 

   職務行為基準説においては、被告市市長が認可外保育施設に対して法59条１項等に
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基づく指導監督権限を行使せず、その結果として当該施設内における虐待的保育等違

法行為を防止することができなかったとしても、そのことから直ちに国賠法１条１項

の適用上「違法」であったとの評価を受けるものではなく、被告市市長が同市保育課

職員の調査活動等を通じて、当該施設の保育状況等を把握し、これに基づき指導監督

権限の行使を決する上において、職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫

然とこれを行使したと認め得るような事情がある場合に限り、上記「違法」評価を受

けるものと解するのが相当であるところ（最高裁平成５年３月11日第一小法廷判決・

民集47巻４号2863頁、最高裁平成11年１月21日第一小法廷判決・集民191号、最高裁

平成19年11月１日第一小法廷判決・民集61巻８号2733頁等各参照）、……被告市市長

の認可外保育施設に対する指導監督権限は、法及びその関連法令の趣旨、目的を踏ま

え、平成13年通達等に則り行使されるべきものである。 

   そうすると、被告市市長は、認可外保育施設に対する指導監督権限を行使するに当

たって、法及びその関連法令の趣旨・目的を踏まえ、平成13年通達等に則り当該施設

に対する調査・指導監督権限を行使すべき職務上の注意義務を負っていたものという

べきであるから、かかる義務を尽くすことなく漫然と当該調査・指導監督権限を行使

したと認め得るような事情がある場合には、国賠法１条１項の適用上「違法」と評価

されるべきものと解される。 

   以下、上記観点に基づき、本件における被告市市長の調査・指導監督権限の行使に

上記国賠法上の「違法」評価を根拠付ける事情が認められるか否かにつき検討する。 

   この点、……平成14年実施要領の第３条と５条及び平成13年通達等によれば、被告

市市長は、「利用者の苦情や相談又は事故に関する情報等が行政庁に寄せられている

場合等で、児童の処遇上の観点から施設に問題があると考えられる場合」には、(ａ)

随時、施設の設置者又は管理者（以下「設置者等」という。）あるいは必要に応じて

保育従事者に対し、「特別の報告」を徴求するとともに、(ｂ)届出対象施設であるか

否かにかかわらず、「保育士、児童福祉司、心理判定士等の専門的知識を有する者」

を指導監督班に加え、事前通告をせずに「特別に立入調査を実施」することにより、

平成13年基準に適合するものであるか否かを調査し、(ｃ)これらの立入調査の結果、

「指導監督基準に照らして改善を求める必要があると認められる場合は、改善指導、

改善、公表、事業停止命令又は施設閉鎖命令の措置を通じて改善を図ること」が求め

られているところ、これらの諸規定（職務行為基準）は、……被告市市長が、Ｂに対

し指導監督権限を行使するに当たっての「職務上通常尽くすべき注意義務」を構成し
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ているものというべきである。 

   上記……の事実によれば、被告市市長（被告市の保育課）は、平成26年５月27日に

Ｂを利用している保護者（母親・医師）から、「託児していた二歳の子が爪を全て剥

がして帰宅し、同託児室からは十分な説明を受けていない」という本件通報①を受け

たばかりか、立て続けに、その翌日である同月28日には、同託児室の職員の知人と称

する匿名者から、……実際にＢの虐待的な保育状況を目の当たりにした者でなければ

語り得ないほどの具体性と現実性を備えた内容の本件通報②を受けていたものであっ

て、その内容等は、本件各通報時において、Ｂ内で平成13年基準に抵触するものであ

るばかりか、虐待的な保育業務が行われていることを相当程度の可能性をもって示唆

するものと考えられるから、本件各通報により生じた状況等は、上記平成13年指針に

いう「利用者の苦情や相談又は事故に関する情報等が行政庁に寄せられている場合等、

児童の処遇上の観点から施設に問題があると認められる場合」に該当するものという

べきである（ちなみに平成13年指針に関する留意事項18は、本件のような「利用者か

ら苦情や相談が寄せられており不適切な処遇が窺われるもの」は「問題を有すると考

えられる施設」に当たるものとする）。 

   そうすると、被告市市長（被告市の保育課）は、本件各通報からうかがわれるＢの

保育状況等に関する疑義や虐待的託児業務の有無を明らかにするため、平成13年指針

等に基づき、同託児室の設置者又は保育従事者等に対し、随時、〔１〕「特別の報告」

を徴求し、保育従事者等からの事情聴取を行うとともに、〔２〕「特別の立入調査」

を実施するなどして、平成13年基準違反の事実の有無を調査、確認すべき職務上の注

意義務（以下「本件職務上の注意義務」という。）を負っていたものと解するのが相

当である。 

   なお、この法理の適用につき若干付言すると、上記判断枠組みを前提にしたとして

も、そこでいう「特別の報告」徴求や「特別の立入調査」の具体的な内容等の決定に

ついては、被告市市長（被告市の保育課）の裁量が働く余地があることは否定し難い。

しかし、これらの「特別の報告」徴求等は、……「児童の処遇上の観点から施設に問

題があると考えられる場合」に行われるものであるから、年１回以上文書により行わ

れている「運営状況報告」や「通常の」立入調査をもって代替することができないこ

とはもとより、その内容も、上記のとおり「児童の処遇上の観点から」当該施設の問

題性（平成13年基準の不適合性）を解明する上で著しく不合理なものであってはなら

ず、したがって、上記「特別の報告」徴求等に関する被告市市長の裁量は上記観点か
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らの一定の制約に服しているものというべきである。 

   そこで、まず本件職務上の注意義務のうち、被告市市長（被告市の保育課）は、平

成13年基準違反の有無を調査確認するため、被告会社（Ｂ）に対し、上記「特別の報

告」を徴求し、保育従事者等からの事情を聴取すべき義務（以下「本件職務上の注意

義務〔１〕」という。）を尽くしたか否かにつき考察する。 

   上記……で認定したとおり、本件各通報は、平成13年基準が規定する、〔１〕Ｂに

おける保育に従事する者の数及び資格、〔２〕保育内容、〔３〕保育従事者としての

保育姿勢、〔４〕保護者との連絡等のほか、〔５〕給食の衛生管理及び内容等、

〔６〕託児の健康管理・安全確保全般にわたるものである上、その内容は、本件各通

報が行われた時点（平成26年５月27、28日）で、Ｂ内において平成13年基準に抵触し、

かつ、託児の生命身体に重大な危害を及ぼしかねない虐待的な保育業務が行われてい

ることを相当程度の可能性をもって示唆するものであること、そして以上に加え、 

  ……Ｂは、年１回の通常の立入調査等においても、避難消火訓練未実施・保育従事者

の研修未実施、保護者の緊急連絡票等の未整備、利用者に対する契約内容の書面交付

の未実施、消防計画等の未作成、乳幼児突然死症候群予防のためのブレスチェック表

の未作成、各階の消火器の未設置等について文書指摘を受けていたにもかかわらず

諸々の違反事項等を抱えたまま認可外保育施設の運営を続けていたものであって、法

59条及び平成13年指針等に照らしても被告市市長の指導監督上、保育従事者の保育姿

勢や安全意識の点で相当注意を有する託児施設であったことは、これまでの立入調査

の結果や消防局等との情報交換により認識することが可能であったこと……など事情

を合わせ考慮すると、被告市市長は、上記……で認定したような「通常の」運営状況

報告を求めるだけでは不十分であって、本件各通報の内容を踏まえ、当該施設の管理

者等に対し、少なくとも平成13年基準に基づき、〔ア〕保育従事者数及びその資格、

〔イ〕保育中の託児数とその年齢構成、〔ウ〕同託児室内の保育場所及び面積、

〔エ〕託児に対する健康・安全管理の方法について「特別の報告」徴求を行い、かつ、

必要に応じて保育従事者等から事情を聴取することが求められていたというべきであ

る。 

   にもかかわらず、被告市市長（被告市の保育課）は、……本件通報①に関して、Ｂ

の責任者である被告Ｙ１から電話で事情を聴取した上、口頭で簡単な指導を行っただ

けで、……本件立入調査の直後はもとより、それ以降も本件事件発生までの間、上記

「特別の報告」の徴求や保育従事者等からの事情聴取というに値するものは一切実施
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していないのであるから、かかる被告市市長（被告市の保育課）の対応は、「特別の

報告」徴求に関して付与された権限を著しく逸脱するものであって、本件職務上の注

意義務〔１〕を尽くしたものとはいえない。 

   次に、本件職務上の注意義務のうち、被告市市長（被告市の保育課）は、平成13年

基準違反の有無を調査確認するため、被告会社（Ｂ）に対し、「特別の立入調査」を

実施すべき義務（以下「本件職務上の注意義務〔２〕」という。）を尽くしたか否か

につき考察する。 

   上記……のとおり、本件各通報は、平成13年基準が規定する諸事項全般に及ぶもの

である上、その内容は、（高度の蓋然性をもって予見できたか否かはともかく）、託

児の生命身体に重大かつ致命的な危害を及ぼしかねない虐待的な保育業務が行われて

いることを相当程度の可能性をもって示唆するものであることに加え、被告市市長の

指導監督上、施設の安全面や遵法意識の点で相当注意を有する託児施設であったこと

などの事情を合わせ考慮すると、被告市市長（被告市の保育課）は、可及的に速やか

に「特別の立入調査」の要否を検討し、「特別の報告」徴求の結果等を踏まえ、随時、

保育士等の専門的な知識を有する者を加えた、事前通告なしの「特別の立入調査」を

敢行した上、少なくとも、〔ア〕保育従事者数、〔イ〕保育中の託児数とその年齢構

成、〔ウ〕同託児室内の保育場所、〔エ〕託児に対する健康・安全管理の方法等の実

状を調査することが求められていたというべきである。 

   しかるに、被告市市長（被告市の保育課）は、本件各通報のあった日の翌日（平成

26年５月29日）、本件立入調査を実施したものの、その内容は、……対象届出施設

（Ｂ）の責任者（被告Ｙ１）に対して、事前に当該施設への立入調査の実施を知らせ

た上、保育士等の専門的知見を有する者を立入調査班に加えることなく実行されたも

のであって（……）、事前通告なしの「特別の立入調査」というに値しないものであ

る上、その対象も本件通報②にある虐待的な保育状況の有無及びその裏付けとなる物

証確認に限られており、その所要時間も僅か30分程度であったこと、調査に保育士等

の専門的知見を有する者を立ち会わせておらず、確認することができた託児に異常は

見られなかったとする保育課職員の見立ては必ずしも専門的知見に裏付けられた客観

性のあるものとはいえないことなどの事情を合わせ考慮すると、本件立入調査は、実

質的に「通常の」立入調査の域を出ない暫定的ないしは応急的なものであって、「児

童の処遇上の観点から」当該施設の問題性（平成13年基準の不適合性）を解明し、本

件通報②にあるような虐待的保育を防止する上で極めて不十分なものであったといわ
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ざるを得ない。 

   そうすると、平成13年指針にいう「児童の処遇面で問題を有すると考えられる」状

態は、本件立入調査以降も基本的にその性質を変じることなく継続していたものとい

うべきである。にもかかわらず、……被告市市長（被告市の保育課）は、そうした

「児童の処遇面で問題を有すると考えられる」状態が継続していることを見誤り、新

たな通報がないことも相俟って、本件立入調査以降も、改めて事前通告なしの「特別

の立入調査」を一切実施することなく、「通常の立入調査」における再調査を念頭に

事態の推移をうかがうにとどめたものであり、かかる被告市市長（被告市の保育課）

の対応は、事態を漫然と傍観するに等しいものといわざるを得ず、「格別の立入調査」

に関して付与された権限を著しく逸脱するものであって、本件職務上の注意義務

〔２〕を尽くしたものとはいえない。 

   以上のとおりであるから、被告市市長は、平成13年通達等に則り当該施設に対する

指導監督権限を行使すべき義務（＝本件職務上の注意義務）を負っていたにもかかわ

らず、漫然とその行使を怠ったものというべきであるから、本件における被告市市長

のＢに対する指導監督権限の行使は、国賠法１条１項の適用上「違法」と評価される

べきものであって、これと同旨の原告らの予備的主張は理由がある。 

   もっとも、この点につき、被告市は、本件各通報に対して、いかなる立入調査及び

報告徴求を行うかは法59条１項等には何ら具体的な定めは存在せず、平成13年通達等

や平成14年実施要領が行政機関内部の通達等をどのように解釈し適用するかは被告市

市長の広範な裁量的な判断に委ねられている旨主張している。 

   しかし、平成13年通達等は、……法２条、３条及び59条等による認可外保育施設に

対する法的規制強化の要請を受け、より効果的な指導監督権限の行使を可能にするた

め策定されたものであるから、かかる平成13年通達等によって具体化された行政庁

（本件においては被告市市長）の行為規範……は、個々の国民（児童）の権利利益の

保護を目的とする法59条等に具体的かつ直接的な根拠があるものというべきであって、

単なる行政機関内部の取決め（内規）にとどまるものではない。 

   そして、被告市市長は、上記……のとおり、平成14年実施要領を策定した上、その

３条及び５条において、認可外保育施設に対する指導監督権限の行使は平成13年指針

等に基づき行うことを明文をもって規定しているのであって、このことは、被告市市

長が、個々の国民（児童）との関係において、自ら、その裁量権の行使に縛りをかけ

たものと解するのが合理的であるから、そうである以上、かかる平成13年指針等は、



 

－ 91 － 

●
－自治総研通巻523号 2022年５月号－●

 

 

被告市市長が上記指導監督権限を行使するに当たって上記「職務上通常尽くすべき注

意義務」の内実を構成しているというべきであって、その裁量権の行使には上記のと

おり一定の制約があるものというべきである(８)。 

 

表６ 予備的主張に対する判決の概要 

 
 
職務上通常尽くすべき注意義務（職務行為基準説）の構成 

・法令の趣旨目的を踏まえ、13年通達等に則り行使されるべきもの 

・「特別の報告」の徴求 

・専門者を加えた事前通告なしの「特別の立入調査」 

・改善指導、事業停止命令権等の措置を通じた改善 

 

本件事実関係……児童の処遇上、施設に問題がある場合に該当 

・「特別の報告」の徴求の職務上の注意義務あり → 実施していない 

・「特別の立入調査」の職務上の注意義務あり → 「通常の」立入調査の域を出ず、極めて不

十分 

 
 

 

 

 5. 考 察 

 

(ア) 本判決の意義 

   本判決以前の認可外保育施設における死亡事故に関する指導監督権限の行使に関す

る裁判例としては、高松地判平成17年４月20日判時1897号55頁・判自273号63頁（県

 

(８) 判決は、この後、国賠法上の過失要件として、予見可能性と回避可能性について検討したう

えで、因果関係についても認めている。しかし、職務行為基準説は、違法性要件の判断に過失

要件も含んで判断する理論であるにもかかわらず、別途判断している（田村和之「認可外保育

施設における乳児死亡の損害賠償責任」賃金と社会保障1762号16頁）。 

   前者については、本件各通報があった時点で、託児虐待が行われていることを高度の蓋然性

をもって認識し得る状況が存在していたとまではいい難いとした一方、平成13年指針等に基づ

き随時「特別の報告」徴求や「（事前通告なし）の特別の立入調査」を継続的に実施する必要

性があることをうかがわせるに足りる程度の「虐待的保育業務の徴表」は立入調査によっても

払拭されることなく存在していたとして、市長は、虐待的保育業務の存在を予見し、又は予見

すべきであったとしている。 

   後者については、市長が職務上の注意義務を尽くしていたならば、2014年７月26日の時点に

おいて、本件事件が発生しなかった可能性が高かったにもかかわらず、怠ったものであるから、

事件の発生を未然に防止する措置を執ることができ、かつ、そうすべき義務があったにもかか

わらず、これを懈怠したとしている。 
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の指導監督権限の不行使：認容）、同控訴審の高松高判平成18年１月27日裁判所ウェ

ブサイト（県の事業停止命令権の不行使：認容）、横浜地判平成18年10月25日判タ

1232号191頁・裁判所ウェブサイト（事業停止・施設閉鎖命令権の不行使：棄却）が

あるが、いずれも児童福祉法2001年法律135号改正前（改善勧告・公表、地域福祉審

議会の意見不聴取の規定なし）の事案である。 

   国家賠償法１条の規制権限の不行使に関しては、最判平成元年11月24日民集43巻10

号1169頁（宅建業法訴訟）、最判平成７年６月23日民集49巻６号1600頁（クロロキン

薬害訴訟）及び最判平成16年10月15日民集58巻７号1802頁（水俣病関西訴訟）におけ

る判例法理を引用している。職務上の注意義務違反に関しては、職務行為基準説を採

用し、最判昭和60年11月21日民集39巻７号1512頁（在宅投票制度訴訟）、最判平成５

年３月11日民集47巻４号2863頁（所得税更正処分訴訟）、最判平成11年１月21日集民

191号（住民票非嫡出子記載訴訟）及び最判平成19年11月１日民集61巻８号2733頁

（在外被爆者訴訟）を引用している。 

 

(イ) 事前予告なしの特別立入調査、事業停止命令権等の不行使について（主位的主張） 

   事前予告なしの特別立入調査、事業停止命令権等の不行使について、判決は、次の

ように構成している。 

   危険の切迫性については、通報時点の重大な危害の可能性・切迫性があった（判決

【１】）。期待可能性については、危害の発生を回避することが期待された（同

【４】）。回避可能性については、通報時点で事業停止命令等を発動していれば容易

に回避できた（同【５】）。 

   しかし、【２】予見可能性については、危険の切迫性の存在を高度の蓋然性をもっ

て認識しがたい。【３】補充性については、改善指導、改善勧告を繰り返し、必要に

応じて指導監督指針の手順に則り事業停止命令権等を発動する方法も選択肢の一つで

あった。以上が主位的主張に対する判決の構成である。 

   児童福祉法59条の認可外保育施設に対する指導監督権限については、報告徴収・立

入調査（１項）→改善勧告（３項）→公表（４項）→停止閉鎖命令（５項）の流れで

構成されており、具体的な運用については、指導監督指針で次のとおり定められてい

る。 

   特別の報告徴収は、利用者から苦情や事故情報等が寄せられている場合に実施し、

そのうえで児童の処遇上、施設に問題がある場合には、特別立入調査を実施する。立
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入調査の指導監督班は、十分な知識経験を有するもの２名以上、専門的知識を有する

者で編成し、特別立入調査の場合は、事前通告せずに実施することが適当とされてい

る。立入調査実施後１か月以内に改善されない場合には、改善勧告・公表の対象とな

ることを示して改善指導することとされているが、緊急時の対応として、改善指導を

経ずに改善勧告を行うこと、指導勧告を経ずに事業停止命令等の措置を行うこととさ

れている。 

   判決は、事前通告なしの特別立入調査、事業停止命令権等の不行使について、予見

可能性及び補充性について、次のように判断し、違法性を否定している。 

   予見可能性については、「被告市の保育課は本件各通報を受けた時点において、こ

れらの徴表を客観的に裏付ける物証等の存在までは把握していなかったのであるから、

本件通報②の翌日にＢに対して行われた立入調査（以下「本件立入調査」という。）

やその後の対応（特別報告の徴求等）等が「職務上通常尽くすべき注意義務」を尽く

したものであるか否かはともかく、本件各通報を受けた時点において、被告市市長

（被告市保育課）がＢの保育業務に上記切迫した危険が存在することを高度の蓋然性

をもって認識することができたものとはいい難く（【２】予見可能性）、」として、

予見可能性の要件を否定している。補充性については、「むしろ、直ちに事業停止命

令権等といった最も強力な規制権限を行使するのではなく、迅速かつ的確な「特別の

報告」の徴求や立入調査を継続的に実施する中で、改善指導、改善勧告を繰り返し、

必要に応じて、平成13年指針所定の手順に則り事業停止命令等を発動する方法も、本

件各通報時における選択肢の１つとして存在したものというべきであるから（【３】

補充性）、」として、補充性の要件を否定している。 

   そのうえで、「本件各通報があった時点において、被告市市長がＢに対して事前予

告なしの特別立入調査を実施し事業停止命令権等を行使しなかったことは、法の趣旨、

目的や、その権限の性質等に照らし、具体的事情の下、上記【１】【４】【５】の各

事情を考慮にいれたとしても、許容される限度を逸脱して著しく合理性を欠くもので

あったとまでは認められず、その不行使により被害を受けた者（原告ら、被害児童）

との関係において、国賠法１条１項の適用上「違法」と評価することはできない。」

としている。 

   しかしながら、判決は、一方で主位的主張に対する予見可能性を否定する文脈のな

かで、次のようにも判示している。 

   「各通報は、いずれも具体的で、かつリアリティーに富む内容のものである。」、
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「通報①は、Ｂの利用者で医師でもある保護者が、自ら被告市の保育課を尋ね実名を

名乗った上」、「危害を及ぼすおそれのある保育（託児）業務が恒常的に行われてい

たことをうかがわせる。」。通報②の内容は、「正に虐待的託児業務が平然と行われ

ていることを具体的かつ詳細に報告するものであって、Ｂの保育業務の実態を悉知し

ていた者からの情報提供がなければ語り得ない事実を含むものということができ

る。」。 

   各通報に対する事実認定をする一方、市が物証等を把握していないと認定するなど、

矛盾を否定できない。 

   また、同じく予見可能性を否定する文脈のなかで、「本件通報②の翌日にＢに対し

て行われた立入調査（以下「本件立入調査」という。）やその後の対応（特別報告の

徴求等）等が「職務上通常尽くすべき注意義務」を尽くしたものであるか否かはとも

かく」と述べるが、職務行為基準説に則り判断するのではなかったのか、判決の文脈

の一貫性に疑問がある。 

 

(ウ) 自治事務としての指導監督権限 

   児童福祉法59条の指導監督権限及び指導監督指針の構成については前述したが、判

決は、この点について次のように判示している。 

   「平成13年通達等によって具体化された行政庁の行為規範……は、個々の国民（児

童）の権利利益の保護を目的とする法59条等に具体的かつ直接的な根拠があるものと

いうべきであって、単なる行政機関内部の取決め（内規）にとどまるものではない。」 

   「市長は、……平成14年実施要領を策定した上、その３条及び５条において、認可

外保育施設に対する指導監督権限の行使は平成13年指針等に基づき行うことを明文を

もって規定しているのであって、このことは、被告市市長が、個々の国民（児童）と

の関係において、自ら、その裁量権の行使に縛りをかけたものと解するのが合理的で

あるから、そうである以上、かかる平成13年指針等は、被告市市長が上記指導監督権

限を行使するに当たって上記「職務上通常尽くすべき注意義務」の内実を構成してい

るというべきであって、その裁量権の行使には……一定の制約がある」。 

   平成13年通達等は、自治事務である児童福祉法の指導監督権限に対する国の技術的 

  



 

－ 95 － 

●
－自治総研通巻523号 2022年５月号－●

 

 

  な助言（自治245の４第１項１号イ）である(９)が、同通知等は、行政内部の内規では

なく、また自治体の実施要領（要綱）も同通知等に基づき策定されているので、長の

裁量権の行使に縛りをかけているとする。つまり、国の通知が自治体の認可外保育施

設に対する指導監督権限の職務行為基準を構成しているとするが、地方分権改革以前

の通達行政を思い起こさせる機関委任事務的発想ではないかと危惧される。 

 

(エ) 認可外保育施設の現況 

   認可外保育施設とは、児童福祉法に基づく認可を受けていない保育施設のことで、

「認証保育所」などの地方単独保育事業の施設も対象に含み、同法の届出対象の認可

外保育施設数は、2020年３月31日現在、19,078か所である(10)。内訳として、ベビー

ホテル1,255か所、事業所内保育施設8,210か所、認可外の居宅訪問型保育事業5,454

か所、その他の認可外保育施設4,159か所であり、本件の対象施設は、その他の認可

外保育施設である。届出対象施設の入所児童数は、合計243,882人で、その他の認可

外保育施設は104,237人である。 

   立入調査の実施状況(11)は、届出対象施設数13,624か所のうち実施か所数合計

10,125か所（実施率74.3％）、未実施か所数合計3,499か所（同25.7％）、その他の

認可外保育施設4,159か所のうち実施か所数2,972か所（同71.5％）、未実施か所数

1,187か所（同28.5％）である。立入調査結果は、実施か所数合計10,125か所のうち

指導監督基準に適合しているもの6,053か所（59.8％）、適合していないもの4,072か

所（40.2％）、その他の認可外保育施設2,972か所のうち適合しているもの1,719か所

 

(９) 地方分権改革後は「通達」という表現は適切ではなく、当該通知も、「この通知は、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項に規定する技術的な助言に当たるものであ

る。」と記している。 

(10) 以下、「令和元年度 認可外保育施設の現況取りまとめ」（令和３年８月６日、厚生労働省

子ども家庭局総務課少子化総合対策室） 

(11) 2020年度末時点では、都道府県知事、指定都市市長又は中核市市長への届出が義務付けられ

ている認可外保育施設に対する立入調査は、原則として年１回以上行い、１日に保育する乳幼

児の数が５人以下の施設（認可外の居宅訪問型保育事業を除く。）については、できる限り年 

１回以上行うよう努力することとされていた。また、認可外の居宅訪問型保育事業については、

都道府県等が必要と判断する場合に指導を行うこととされていた。また、やむを得ずに対象を

絞る場合でもベビーホテルについては必ず年１回以上立入調査を行うこととされている。2021

年度から、認可外の居宅訪問型保育事業については年１回以上集団指導を行うこととし、それ

以外の１日に保育する乳幼児の数が５人以下の施設については、年１回以上立入調査を実施す

ることを原則としている。（以上、同上） 
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（57.8％）、適合していないもの1,253か所（42.2％）である。指導監督基準に適合

していないものについての最終的な指導状況は、合計4,072か所のうち、口頭指導

1,590か所、文書指導2,473か所、改善勧告９か所であり、公表、事業停止命令及び施

設閉鎖命令はない。その他の認可外保育施設で適合していないもの1,253か所のうち、

口頭指導452か所、文書指導801か所である。 

   保育施設等における死亡事故は、2004年から2021年まで合計215件が報告されており、 

 

表７ 2019年度認可外保育施設の現況 

（2020.3.31現在） 

現 況 認可外保育施設 計 その他の認可外保育施設 

施設数 19,078か所 4,159か所 

入所児童数 243,882人 104,237人 

立入調査 

実 施 10,125か所（74.3％） 2,972か所（71.5％） 

指導監督基準
適 合  6,053か所（59.8％） 1,719か所（57.8％） 

不適合  4,072か所（40.2％） 1,253か所（42.2％） 

未実施  3,499か所（25.7％） 1,187か所（28.5％） 

最終的指導 

口頭指導 1,590か所 452か所 

文書指導 2,473か所 801か所 

改善勧告 ９か所 － 

 

表８ 指導監督基準に適合していないものについての最終的な指導状況 

 
年 度 口頭指導 文書指導 改善勧告 公 表 事業停止命令 施設閉鎖命令 計 

2008  654 2,050  2 2 － － 2,708 

2009  710 1,872  1 － － － 2,583 

2010  734 1,843  1 － － － 2,578 

2011  757 1,747  1 2 － － 2,507 

2012  759 1,550  1 － － 1 2,311 

2013  636 1,494  2 － － － 2,132 

2014  657 1,344  5 － 1 － 2,007 

2015  567 1,208  6 1 － － 1,782 

2016  644 1,284  6 － － － 1,934 

2017  828 1,572  6 1 － － 2,407 

2018  985 1,690 17 3 － － 2,695 

2019 1,590 2,473  9 － － － 4,072 
 
※ 2017年度から事業所内保育施設も届出対象施設になっている。 
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  認可外保育施設(12)は142件である(13)。また、指導監督基準に適合していないものにつ

いての最終的な指導状況の過去12年度間の状況は、改善勧告57か所、公表９か所、事

業停止命令は2014年度に１か所、施設閉鎖命令は2012年度に１か所あるのみである(14)。 

 

(オ) 認可外保育施設の現況を踏まえた考察 

   上記のとおり認可外保育施設に対する立入調査は、30％弱の施設で実施されておら

ず、実施施設でも不適合施設が40％程度ある。個別の自治体ごとにみると、自治体の

施設数にもよるが、未実施率の全国平均を上回る自治体も少なからずある(15)。この

ような現状を踏まえてか、本判決に対して批判的な見解もある(16)。本判決は、保育

行政のこのような現状等に鑑みて、事前予告なしの「特別立入調査」の実施及び「事

業停止命令権等」の行使までは求めず、「特別の報告」の徴収及び事前予告なしの

「特別立入調査」の不行使の違法性にとどめたのであろうか。また判決は、「直ちに」

事業停止命令権等を行使するのではなく、「迅速かつ的確な」特別の報告の徴求や立

入調査を「継続的に」実施し、改善指導や改善勧告を「繰り返し」、「必要に応じて」

事業停止命令等を発動する選択肢もあったとする。 

   確かに、特に事業停止命令権等の行使は、他の入所児童の処遇の問題もあり、その

ための対応策等も踏まえて行使する必要があり、実務的には躊躇するのであろうか。

指導監督指針にも、「事業停止命令又は施設閉鎖命令を行おうとする場合は、必要に

 

(12) 2014年までは、その他の認可外保育施設以外も含む。 

(13) 「令和２年教育・保育施設等における事故報告集計」の公表について（令和３年６月18日、

内閣府子ども・子育て本部） 

(14) 各年度の「認可外保育施設の現況取りまとめ」（厚生労働省） 

(15) 「認可外保育施設に対する指導監督の徹底について」（厚生労働省子ども家庭局総務課少子

化総合対策室長、令和３年８月６日） 

(16) 保育担当部署には、様々な情報提供や相談、虐待ケースについての輻輳した情報が寄せられ、

対応に追われ、個々の実態を直ちに把握しにくい実情があることから、本件各通報時点におい

て、実態を明確に把握するのは難しい面があったとする。また、通常の立入調査での指摘事項

（表１の2009～2014の立入調査）も時折みられる事項で、「指導監督上、相当注意を要する保

育施設」（判決）と認識されるべきとはいえないとする。また、通報②後の訪問調査

（2014.5.29）は、13年指針上の特別の調査に当たるとする。また、本件調査時には重大な事

故が発生しているわけではないので、縛る行為などの改善指導はできても、保育士不足の解消

や適切な保育等は、事前予告なしの調査を行っていても50日余りの間に死亡原因の除去ができ

たか疑問があるとする。（奥宮京子、高橋哲也「はんれい最前線 認可外保育施設の指導監督

のあり方に厳しい司法判断」判例地方自治477号４頁） 
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応じて、事前に又は事後速やかに、児童相談所、近隣市区町村、近隣児童福祉施設等

の関係機関との間で、当該施設が運営を停止した場合に備えた利用児童の受入れ先の

確保等について調整を図ること。」とされている。 

   しかし、本件のように行政の対応レベルが低い状況の場合、それを前提に緩やかな

対応をすることでもって、規制権限の行使・不行使の違法性を判断するのであれば、

違法と判断されることはまれなことになりはしないか。本件における市の緩慢な対応

状況、一般的にも改善勧告が少ない状況に鑑みると、判決の方が保育行政における指

導監督の実態をみていないともいえるのではないか。そのうえで、本件は、改善指導

にとどまらず、指導監督指針（緊急時の改善勧告）でもいう「著しく不適正な保育内

容や保育環境である場合」、「著しく利用児童の安全性に問題がある場合」に該当す

るといわざるをえず、緊急時の改善勧告はもとより、「施設の施設長や設置者が利用

児童に虐待を加え、危害を及ぼしていることが明白である場合」（指導監督指針の留

意事項28）にも該当し、緊急時の事業停止命令権等を行使すべき事案であったのでは

ないか(17)。 

   指導監督基準に適合していないものについての最終的な指導状況をみる限り、改善

勧告は最近は若干増えているものの数件で、概ね0.1％未満又は0.2％から0.6％であ

り、事業停止命令及び施設閉鎖命令も過去12年度間で各１件のみである。このような

実態に鑑みると、児童福祉法上の指導監督権限は、形骸化しているといえよう。行政

現場においては、指導と勧告の間には、行政手続制度上は同じ行政指導の類型であっ

ても、勧告は処分にも等しい認識の格差や実施のハードルがあるのであろうか。児童

福祉法59条４項の「勧告に従わなかったとき」の公表可能規定の文言（ひいては、行

政手続法32条２項「行政指導に従わなかった」の文言も）が勧告の性格・効力を実質

的には処分的なものとして受け止められているのかもしれない。 

（みの やすし 香川大学法学部教授） 

 

(17) 鈴木秀洋「行政による保育所への規制権限不行使の法的責任の視座」「議員ＮＡＶＩ 議員

のためのウェブマガジン」（2020.11.10、https://gnv-jg.d1-law.com/article/20201110/22970/）は、

行政権限の不行使に対する違法・過失の判断は作為の場合に比べれば厳格な認定がなされてき

たのが判例の流れであるとしたうえで、その厳格な判断基準をもってしても本件事案は、具体

的で相当程度の確からしい虐待通告が事前にあるなかでのことであり、ここまでの証拠があり

ながら予見可能性を否定するのであれば、当該停止命令等は、一体どういった場合に行使され

るものなのか、施設側の営業の利益に傾いた制度設計・運営を重視し、子どもの権利を迅速に

守る観点が後退してしまう危険性があるとする。 



 

－ 99 － 

●
－自治総研通巻523号 2022年５月号－●

 

 

 

キーワード：認可外保育施設／指導監督権限／国家賠償／規制権限の不行使 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

【参考文献・資料】 

「認可外保育施設の託児死亡に基づく損害賠償請求事件（宇都宮市）」判例地方自治470号56頁 

奥宮京子、高橋哲也「はんれい最前線 認可外保育施設の指導監督のあり方に厳しい司法判断」判

例地方自治477号４頁 

田村和之「認可外保育施設における乳児死亡の損害賠償責任」賃金と社会保障1762号10頁 

寺町東子「認可外保育施設乳児死亡事件の宇都宮地裁令和２年６月３日判決（賃社1762号26頁）に

ついて」賃金と社会保障1763号32頁 

鈴木秀洋「行政による保育所への規制権限不行使の法的責任の視座」「議員ＮＡＶＩ 議員のため

のウェブマガジン」（2020.11.10、https://gnv-jg.d1-law.com/article/20201110/22970/） 

「令和２年教育・保育施設における事故報告集計」の公表について（内閣府子ども・子育て本部、

2021.6.18） 

「令和元年度 認可外保育施設の現況取りまとめ」（厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対

策室、2021.8.6） 

「認可外保育施設に対する指導監督の徹底について」（厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合

対策室長、2021.8.6） 

平成20年度～令和元年度「認可外保育施設の現況取りまとめ」（厚生労働省） 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /None
  /ColorImageResolution 400
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.40
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 400
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /FlateEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides true
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /UseDocumentProfile
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice


